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2019年５月15日(第916号) 自動車会議所ニュース

は車内のあちこちで新聞を読む光景が見られたが、
最近は１車両で新聞を読んでいる人は１人か２人で
様変わりだ。
　また、新聞を購読している戸数も大幅に減ってお
り、大部分の高校生や大学生は新聞を読まず、テレ
ビやスマートフォンでニュースを見ているのが実態
だ。それを裏付けたのが、日本財団が全国の17歳か
ら19歳の男女800人を対象に実施した調査結果であ
る。それによると、「世の中の出来事やニュースにつ
いて、何から情報を得ているか」の質問については「テ
レビ番組」が77.6％で最多。これに続くのが「ソーシ
ャルメディア」（39.8％）、「ニュースサイト」（36.4％）
で、「新聞」は14.8％にとどまった。
　新聞離れは若者だけではない。団塊の世代がすで
に定年となり、そうした人たちもさらに年齢を重ね
ると新聞離れに拍車が掛かることは必至で、新聞部
数は減ることはあっても、増えることは今後考えに
くい。
　一方、新聞に掲載されている広告も変化している。
バブル期のころは、週末になると大手自動車メーカ
ーは全国紙や地方紙に１ページを使って新車などの

　都内の電車の中で新聞を読
んでいる人が激減している。
通信社で自動車業界の取材を
担当していたバブル期のころ

広告を掲載、PRしていたものだ。新聞社にとっては
「良き時代」だった。しかし、最近は日本の自動車
メーカーの広告は新聞ではほとんど見ることができ
ない。また、大手ビールメーカーや携帯電話会社な
どの広告も激減している。いずれも新聞ではなく、
ネットやテレビに広告の掲載をシフトしているのだ。
　メーカーなどの広告に代わって、新聞で増えてい
るのが通信販売の広告だ。肩こりや腰痛、シミなど
に効くとPRした通販広告が圧倒的に多い。今や全国
紙や地方紙とも全体の７～８割を占めているようで、
ある新聞社の広告担当者は「通販の広告料金はメー
カーなど大手企業の広告料金に比べて安い」と嘆い
ている。
　新聞社は部数が減り続け、新聞の「販売収入」が
減少している上、もう一つの大きな収入源である「広
告収入」も減っている。電通の調べによると、2018
年の日本の総広告費は６兆5,300億円で、７年連続し
て増加しているのに対して、新聞広告費は5,000億円
を割り、ピーク時の半分以下だ。一方、インターネ
ット広告費は１兆7,589億円で、５年連続の２ケタの
伸び。電通では「広告市場全体としては、構造変化
の真っただ中にある」と分析している。
　新聞業界は厳しい状況が今後も続くことは避けら
れず、新聞社の統合などに発展する可能性もありそ
うだ。
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